
Sub-contracting契約における

コミュニケーションの効率性と分配問題1'

笹 井 均

1. ｢下請｣と分配

従来の中小企業論で論じられる収奪の対象･

景気循環のための緩衝体というニュアンスを持

った｢下請｣という言葉であらわされる概念へ

の反論として,組立型産業におけるアセンブリ

企業と部品供給企業ないしは外注を受託する企

業との関係は,適切なインセンティヴ･メカニ

ズムを保有した協力システムとしてとらえるこ

とができるという事実認識が主張されている

2).このような｢下請制｣への再評価･従来の

｢下請｣制度の把握への疑問は,下請けシステ

ムを組み込んだ産業が高度成長期以後,強い国

際競争力を持つまでに高いパフォーマンスを維

持してきていることを契機としている.

しかしながら,協力システムとしてシステム

全体のパフォーマンスを上昇させているという

ことと,インセンティヴ･メカニズムを働かせ

なければならないという制約の下で結果として

どのような分配システムができあがるのかとい

う問題は独立ではありえないということに注意

しなければならない. ｢下請制｣の分析におい

ては,常に分配の問題が重要であった.統計的

にあらわされる中小企業と大企業との格差,い

わゆる｢二重構造｣の問題は,提示される数字

の持つ意味を文字どおりの表面的な意味のまま

解釈することは適切ではないという問題はある

にせよ,少なくとも数字の上では残存している3).

鳥 居 昭 夫

それでは,部品供給企業とアセンブリ企業の

間になんらかの垂直的取引システムを想定した

場合に,このシステムのパフォーマンスの水準

とその成果の分配との間にはどのような関係が

観測されるであろうか.協力システムが,所期

の目的の通り全体のパフォーマンスを上昇させ

る結果を生むための条件に,両者の分配メカニ

ズムが関わりを持たないだろうか. ｢下請｣関

係といえども,長期的に交渉力およびその結果

としての所得分配に偏りが存在するとすれば,

その偏りが取引する主体の大小関係に依存する

か否かはともかく,なんらかの説明が可能であ

ると考え,上記の疑問に対しての一つの手がか

りを得ようとするのが本論の目的である.もち

ろん,対象となる主体が合理的に行動する経済

主体という仮定から大きく離れておらず,規制

による市場の歪みなどがないと仮定せねばなら

ない.

ここで枠組みとするモデルの骨格は,部品供

給業者の費用に関して非対称情報がある場合の

Sub-Contracting 契約である.アセンブリ企

業と部品供給業者の間には,暗黙の内に規模の

差を想定してはいるが,明示的には結果には影

響を与えない.アセンブリ企業は代替的な部品

供給源として内製という手段を持っている.こ

れまでの中小企業論では,内製の可能性は下請

業者への｢競争の圧力｣として両者の成果の分

配に影響を与える重要な要因としてとらえられ
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てきている＼本稿のモデルではこの可能性も明

示的にモデルに導入し,選択ないしは決定され

る分配パターンにどのような影響を与えるかも

分析の対象とする.部品供給業者とアセンブリ

企業との関係は,メーカーと流通業者との垂直

的取引関係と多くの類似性を持っているが,こ

の内製の可能性が重要な働きを持つことが,比

較的研究成果の豊富な流通システムへのverti-

cal restrictionの議論をそのまま適用すること

はできない原因となっている.

本論のモデルにおいては,非対称情報のもと

でシステムのパフォーマンスを改善する手段と

して,アセンブリ企業と部品供給業者の間にコ

ミュニケーションを想定する.このコミュニケ

ーションを用いて,インセンティヴ･メカニズ

ムを構成することが可能となる.したがって,

両者の契約もコミュニケーション条項を条件と

したものとなる.一方,コミュニケーションの

成果をはかるベンチマークとして,コミュニケ

ーションが可能でない場合をも考察せねばなら

ない.本稿の重要な結論の一つは,コミュニケ

ーションの設定によって全体のパフォーマンス
が無い場合より上昇する場合には,部品供給業

者の分･配が必ず低下しているという命題であ

る.したがって,成果の再分配なくしてはパフ

ォーマンスの改善をもたらすことはできない.

もし部品供給業者の間の競争などによって,成

果の再分配をともなわないコミュニケーション

が実行されているときには,コミュニケーショ

ンが部品供給業者からアセンブリメーカーへの

transferの手段となっている考えることができ

るというのも本稿の結論によるインプリケーシ

ョンである.

成果の再分配の可能性として,本論ではナッ

シュの交渉解の概念を検討している. transfer

を含んだ契約が,コミュニケーションが機能を

果たすために必要であることが一つの結論･とし

て提示される.

本稿の構成は以下の通りである.第2節でモ

デルの骨子が定義･構築される.第3節では,

第3号(1999)

コミュニケーションの有無による成果の分配が

分析される.第4節では,ナッシュの交渉解を

中心として成果の再分配が議論される.

2.モデル

(i)アセンブリ企業と部品供給業着

この節では一つの完成品製造業者とその上流

にいる一つの部品供給者との取引を考える.完

成品の製造のためには部品を内製してもよい

し,外部の部品供給者から供給を受けてもよい.

もしq(0≦q≦1)の割合の部品を外部から供給

を受け, 1-qの割合だけ内製するとすれば,

内製のコストは生産量yに比例し,
y･t･(1-q)2

だけかかるとしよう.ただしJは定数であり,

完成品1単位に必要な部品をすべて内製した場

合の内製費用をあらわしている.ここでは内製

に対して,逓増的な費用関数を考えている4).

qが1に近い場合には,生産量yに対しての限

界費用はほとんど0である,すなわち,完成品

製造企業内の経営資源やノウハウ等を有効に利

用できるため,内製割合を増大させてもほとん

ど費用の増大はないと設定してあるので,常に

正の割合だけ内製を行う(q<1).

一方,部品供給者のコストは部品の種類によ

らず,部品一単位あたり一定量cである5). c

に対しては一様分布で記述される不確実性を仮

定する.密度関数はg(c):

g(c)
=

1

2〟o

O

co-uo ≦c≦co十uo, where

c｡-〃o≧0, 〟o>0

othe TWise

小

である.分布関数はG(c)とおく.このコスト

の実現値は私的な情報であり,部品供給者は実

現したとたん知ることができるが,完成品製造

業者は観測できない.

完成品製造業者は完成品をγ個製造･販売す

るとy･pb7)の収入を得る. (逆)需要関数には

線型な関数
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P(y) = a-by=0≦y≦言where
L&>t, -co･uo

(一

o :

y'言

(2)

を仮定する.需要切片はコスト水準に比べ十分

に大きいと仮定している.

部品供給取引に二通りのschemeを考える.

第一のschemeは以下の流れで示される,コミ

ュニケーションをともなう契約関係である.

stage lでは二者の間にある契約が取り交わさ

れる.契約の内容は後に説明する.その後,

stage 2において部品製造業者がcの実現値を

知る. stage 3では部品製造業者が自らのコス

ト水準を完成品製造業者に告知する.この告知

される費用水準～に基づいて,供給量

Q(∂)=q(∂)･y(;)および完成品製造業着から部品

製造業者への支払い∫(∂)が決定される.この

二つの関数型は契約に記述されているものであ

り,それぞれの値は報告される∂の備に依存す

る. stage 4では製造･販売過程が実行され,

利益が配分される.

第二のschemeはコミュニケーションが行わ

れない場合である. stage lで契約が取り交わ

される必要はない. stage 2ではscheme lと同

様cの値が与えられる. stage 3では部品供給

業者の報告はなく,完成品製造業者がQだけ

の部品をJの代金で発注する. stage4では

scheme lと同様に製造･販売が実行され,刺

益が配分される.どちらのschemeにおいても

実現されるcの値によらず常に非負の利得を部

品供給業者に保証するという, ex-post individ-

ual rationality constraintが満たされる限り,

部品製造業者は完成品製造業者のofferを受け

入れるものと仮定する6).どのような場合に

offerが拒否されると考えるかという問題につ

いてはscheme自身の選択を分析する際に議論

する.

(ii)コミュニケーションをともなう場合

まず, scheme lの契約から分析する.真の

費用cのもとでaという水準を告知した場合の

部品供給業者の利得をⅣ(c,～)とおくと,

w(c, ∂)≡ J(～)-cy(∂)q(∂)

である.分析する契約をtruth-tellingをもたら

すものだけに限っても一般性を失わない(reve-

lation
principle).この時, envelop theoremに

よってincentive compatibility constraintは,

w'(c)
=

-q(c)y(c) (4)

と表される.ただしw(c)≡w(c,c)である.

この時,完成品製造業者の期待利得Fcはw

の定義によって,

Fc ≡

I'::,::,(i[y(c,(:t71b_y'qc('c,,2_

cq(c,)
-

W(c,]
g(c,dc

(5)

である.したがって,問題はw′=-q･y,およ

びrational constraint w≧0のもとでFcを最大
化する問題となる. qに関しては,内製コスト

tが部品製造業者の費用水準に比べ十分高く完

成品製造業者が部品の供給業者とはならない場

令,すなわちq≧0が制約にならない場合だけ

を考える.前述のように,設定によってq≦1

は制約にならない. Hamiltonianを

H ≡ [y(c)(a-by(c)-i(I-q(c))2-cq(c))-w(c)]g(c)
-ん才(c)y(C)

(6)

とおく,人はcostate
variableである.最大化

の一次条件は,

=-(2t(1-q,-c)yg-^y-0
Å

∴ 2t(1-q)-c--
g

苦-‡a-2by-i(1-q,2-cq)g一桁0
Å

/.

a12by-t(llq)2-cq--q
g

(7)
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(9)

^(c.-u.)w(c.-u.)=^(c.+u.)w(c.+u.)=o (10)

Hamiltonianの形によって二次条件が満たされ

ているのは明らかである.また, (9)と境界条件

(10)によってÅ-G,
w-I(:L'''u')q(c′)y(c′)dc′であるから,

.I-

=

8bt

+co-uo12c

2b

･･11:

となる. (ll)によってどのようなcの値

(c｡-〟｡≦c≦c｡+〟｡)についても部品供給業者

によって部品の供給が行われる条件,すなわち

qが非負であるためには

2J'co +3〟o (12)

でなければならない.

最後にそれぞれの期待利得を計算すると,

E(Wc) =

u.(-60ac.i+
120at2

I
100atuo

I
15c.3

十90c(?-
75c.2

-
120cot2 + 300c.tu｡

-
165c.u.2

-
200t2u. + 330tu(;

-129u61)/(240bt2)
(13)

E(Fc)
- (240a2(2 + 120aco2t

I
48acot2 + 240ac.tuo

-480at2uo +15co4
- 120co3t+60co3uo

+ 240c(?t2-
360c.2tu. + 210c.2u.2

+ 480co2fuo
-

840cotuo2 + 300cou63

+560t2uo2
1600uo3

+ 183uo4)/(960bt2)

(14)

である.

(iii)コミュニケーションをともなわない場合

次にscheme 2であらわされる発注･受注関

係を分析する. scheme lと同様なrational

constraintを満たす発注でないと拒否される可

能性があると考え,ここでもex-post individ-

ual rational constraintを仮定する.すなわち,

発注価格は部品供給業者の利得wが常に非負

第3号(1999)

になるような発注価格, c｡+〟｡を設定すると考

える7).この発注価格の下では,部品供給者の

利得は

wD
-(c.+u. I C)yq

である.当然,完成品製造業者の利得は真実の

cの値に依存しない･提示価格c｡+〟｡の下では
利得

FD

-y(a-by-i(1-q)2-(co･u.)q)

を最大にするqとyは,それぞれ

qD-l一碧,
yD-

t･" Ill"I:

+ii=
8bt 2b

(15)

である.この結果から, q≧0を保証する条件

は2t≧c｡+uoであることが分かる.また,それ

ぞれの期待利得は,

E(WD)-uo(2t-co -u.)(4t(a-c. 1u.)

+(c. +u.)2)/(16bt2)
(16)

E(FD)- FD -(4t(a-co -u.)+(co +u.)2)/(64bt2)

(17)

と計算される.

3.分配

E(Wc), E(Fc), E(WD), E(FD)の4つの値の間

には以下の関係が成立する.

E(Wc)+E(Fc) > E(WD)+E(FD)

E(Fc) > E(FD)

E(Wc)< E(WD)

なぜなら

(E(Wc)+E(Fc)ド(E(WD)十E(FD))
=

u.3(10t15c.16u.)/(20bt2)

ー

l･

ヽ

-･･

00

9

0

1

1

2

/
_
＼

ー

l

(21)

である.
qが1以下になるときには(12)より

この値は正である.また, α>co+〟｡かつc｡>〟｡

であるから,
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(E(Wc)-E(WD))
-

uo2(-20at+15co2 +60cot-60couo -40t2

+120tuo
-
57uo2)

I 20bt2

2

=

〟o

120bt2

r-40(t一三碧)2-20t(a-co -u(,,

-5(c｡2
-u.2,-u.三ヂーi空地2

となる. (19)の関係は(18)と(20)から明らかであ

る.以上の関係は図1の点Dおよび点Cで表

されている.

すなわちコミュニケーションを伴った契約関

係が成立すると,共同利潤の期待値は上昇する.

しかしながらそのとき必ず情報の提供者である

部品供給者の期待利得は低下する.コミュニケ

ーションをとることによって部品供給者に帰属

していた情報レントは低下するが,エイジェン

シーコストが低下することによって完成品僕給

者の利潤は部品供給者の損失以上に増大するの

である.この利益はbが小さくu｡が大きいほ

ど大きい.すなわち,より製品差別化の程度が

小さく,部品供給者のコストの不確実性が大き

いほどコミュニケーションのもたらす効率化は

大きい.

エイジェンシーコストが回避できる理由は,

完成品製造業者がより真の限界費用に近い価格

図1

で部品にアクセスできることにより,共同利潤

極大化を達成する生産量γに近い値を生産する

ことになるからである.なぜなら,

q,(c)-一三<o, y′(c)=
J

2c-co+〟o-2J

2bt

co+3uo12t
<0

2bt

であるから, qyで表される総部品発注量も告

知コストcの減少関数である.したがって

c<c｡+〟｡のとき,

I:-十叫'q(c,)y(c′)dc′≦I(二L(''u"q(c)y(c)dc′
- (c()+u()

- c)q(c)y(c)

であるから, 1部品あたりの単価

J(c)

_
w(c)+cqy

qy qy

c<

は,

⊥二二_ i
+c

qy qy

≦(c()+uo-c)+c=co+u()

となり,コミュニケーションをともなわない場

合の単価c｡+〟｡よりもcに近い値をとる･

式(21)よりf≫c｡+〟｡である場合には,コミ

ュニケーションによる共同利潤の増大分は無視

できるほどに小さいことが分かる. tの値がこ

のように外製する場合の費用に比べてはるかに

大きい場合には,内製比率が非常に小さくなる.

すなわち,問題としている部品が完成品全体に

占める比率は無視できるほどに小さい.このよ

うな場合には,二者の取引の内容(J, q)が完成

品の市場において決定される完成品の販売価格

や生産量に与える影響は無視可能なほど小さ

い.
yもyDもa≫c.+u., t≫co十u｡であれば

a/(2b)に収束する.したがって,最適生産量の
問題が発生しないので,コミュニケーションに

よるエイジェンシーコストの削減は存在しな

い.

この命題は,ここまでに分析したモデルにお

いて,
y,p(y)を定数とした場合を考えること
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によって確認することができる.重複を避けて

結果だけ示すと,

E(Fc)-y (PICo+uo+
3co2

16couo -13uo2

12t

E(Wc, -

yuo(包語-.)
E(FD)-y 〔β~Co~〟o+

(c.+uo)2

4J

E(WD,-yuo(l一驚〕
であるから,

E(Fc)+ E(Wc) - E(FD)+ E(WD),

となる.

ところで,両者の利得を実現されるコストc

の関数と見て,それぞれのcの値について各

schemeが両者にもたらす利得の大小関係を調

べてみると,以下の関係が成立する(証明略,

図2)･すなわち, a≫c｡+u.,a≫tの仮定の

下では,

Wc(c)≦ WD(c) for c(,-u() <c≦c.+u.,

Wc(co +u.)- WD(co +uo)=0,

Wc(co -u.)>
WD(c.

1u.)

Fc(c)-FD(C)- 4at(2uo2-(c-c｡ ･uo)2)/(16dt2)
Fc(c. +uo)< FD(c. +u.)

Fc(co -uo)> FD(co -uo)

となる.部品供給者の情報レントはほとんどす

べて(almost all)のcについて削減されている.

c(r u() c()+u() co-uo co+uo

図2

一方,完成品製造業者の利得は部品供給者が効
率的な場合にはコミュニケーションによって増

大するが,部品供給者に与えるtruth-tellingの

ためのincentive costのため,最悪の場合には

自らの利得を単純な発注契約の場合よりも低下

させてしまう可能性がある.

4. Sdleme lとsdleme 2の選択

ここまでに分析したのは, ex-post individual

rationali[y constraintのもとでのそれぞれの

schemeがもたらす帰結である.さらに進んで

両者がどちらのschemeを選択するかという問

題を事前交渉という視点から分析する.まず,

完成品製造業者がscheme lないしはscheme 2

のどちらかの方法を採用することを提案し,ど

ちらのschemeを提示した場合でも,拒否され

る場合には完成品製造業者はすべて内製しなけ

ればならないと仮定する.すべて内製しなけれ

ばならない場合の完成品製造業者の限界費用は

生産量γについてJである.したがって最適生

産量は岩,利得はFN-砦となる･一
方,交渉が成立せず内製が行われる場合の部品

製造業者の利得は0と考える.式(19), (20)に表

されるようにscheme lおよびscheme2は,

各々利益の相反するものである.ここで,交渉

の妥結をはかるため, ex-post individual ratio-

nalityの成立する範囲内で,一定値∫のtrans-

ferが可能であると仮定する･さらに, (FN, 0)

を基準点(threat point)として,ナッシュ解に

よってtransferをともなったschemeが選択さ

れると考える(図1).

さて, aが十分大きく,かつtも完成品製造

業者が部品供給者にならない程度に大きければ

E(Fc卜FN ≧ E(FD)-FN > E(WD)

が保証される.なぜなら,

(22)
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E(FD)-FN IE(WD)=

(2t-co
-uo)(8at(2t-co 13uo)+K)

64bt2

where K=18t3
14(co +u.)t2

+(6c.2+28c.u. +22u.2)

-(c63
+7co2uo + 1 lcou,3+5uo3)

である. a≫t, a≫c｡+u.という仮定かつ

q<1 (2t>c｡+u.)というという条件の下では,

分子のKが無視できるので式全体の値は正の

値となり, E(FD)-FN>E(WD)となるのである･

同様に,完成品の市場が十分大きくかつ内製

コストが高い場合, (22)によって取引の不成立

による損失は完成品製造業者のほうが高いか

ら,部品供給者は取引の不成立を威嚇として用

いることができるかもしれない.そのような威

嚇が可能な場合には発注受注関係が成立する

か,ないしは,完成品製造業者から部品供給者

への固定的なtransferを伴ったコミュニケーシ

ョンが考案されるかもしれない. transferが可

能であれば,発注受注関係は(18)によってコミ

ュニケーションをともなった関係にdominate

される. scheme lの構成において! wのかわ

りにw-Sとおいても解の性質は全く変更され

ない(S :定数).したがって,一定量のtrans-

ferがあってもコミュニケーションがもたらす

便益は失われることはなく,契約内容もこの固

定的なtransferがつけ加えられる以外,数量等

には何の変更も加える必要がない.この時,

(E(F),E(W))-(E(Fc)-S,E(Wc)･S)

(ただしE(Fc)-FN≧S≧0 )

は交渉集合と考えられる8).よって,図1にし

めされるような交点Tを与えるtransfer Sをと

もなったscheme lが両者にとっての選択であ

るということができよう.

もし部品供給者が多数いる場合には,部品僕

給者間の競争によって, rational constraintさ

え満たされれば,完成品製造業者のo#erはか

ならず受け入れられるであろう.したがって競

争が激しい場合には, transfer等のcompensa-

tionを考案する必要はなく,コミュニケーショ

ンによるscheme lそのものが完成品製造業者

への逆のtransferを実現する手段となっている

と考えることができる.部品供給者の間の競争

が無い場合とは,部品の供給に当たってたとえ

ば浅沼[1989]の言う｢関係に固有な技能｣の

存在によって継続的関係が成立している場合と

してとらえることができるかもしれない.この

種の関係が成立している場合には部品供給者間

の競争がある場合に比べて,部品供給者の交渉

力は強いと考えられようから,コミュニケーシ

ョンがあって効率化をはかっている場合には同

時になんらかの形の完成品製造業者から部品供

給業者へのtransferが成立している可能性があ

る.

また,前述の通り,問題としている取引が完

成品全体にとって無視できるほど小さい部分を

占めるためにyやpは固定的であると考えても

よい場合には共同利潤の期待値はコミュニケー

ションの有無にかかわらず一定であった.その

ような場合には,やはりコミュニケーションは

効率性の改善とは関係の無い,純粋に部品供給

業者から完成品製造業者-のtransferを実現さ

せるための一つの手段となる.

最後に,完成品製造業者が複数あり製品差別

化の下で競争を行い,かつ複数の部品供給者の

コストの相関が弱い場合には, Gal-Or [1991]

が示したようにcommon agentが完成品製造業

著聞のcollusiveな行動をもたらす手段となり

える という事実がある. Bernheim and

whinston [1985, 6] Gal-Or [1991]のcommon

agent modelでは下流の流通業者が考えられて

いるが,上で展開したモデルをそのままこうし

たケースに適用していくことも可能であると思

われる.これはまた興味深いテーマとなるだろ

う.

注

1)本稿を作成するにあたって,南山大学経営学部

マーケテイング論ワークショップ,および横浜
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国立大経済学部近経研究会における議論が非常

に参考になりました.各研究会のメンバーに感
謝します.もちろん,すべての誤りは筆者らが

負うものです.

2)三輪[1989-a,b]を見よ.自動車製造業におい

て外注企業が｢自発的に｣アセンブリ企業と協
力システムを築いた過程で, ｢下請け｣企業の交

渉力の差異や｢独占力｣は存在しなかったと主
張されている.

3)たとえばTorii [1992]を見よ.たとえば付加価
値生産性にみられる大企業と中小企業との格差

が,そのまま｢下請｣問題を示すというわけで

はないのはもちろんである.しかし,中小企業

のうち大きな割合が｢下請｣企業でもあるのは
事実である.

4)コストがqに比例していないから,部品の種類
は一様ではないと仮定している.部品ないしは

工程はqという連続数で表されるだけ存在し,
それぞれにコストは異なっている.低コストの

順に並べると, (1-q)2という増加関数で表さ

れる形に分布する. qが小さい部品/工程とは
たとえば図面作成などqが1に近い部品/工程

とは下請け企業が固有に保有するノウハウや技
術を必要とするものを考えている.

5)部品供給業者と最終製品製造業者との間で費用
構造が異なるのは,部品供給業者が専門工程に
特化した比較的小規模の企業であると想定して

いると考えてもよい.

6) Ex-post individualrationality
constraintにfeわ

るものとしては,利潤ゼロに限らず何らかの

(非負にかぎらない)最小保証利得を仮定しても
良いし,部品供給業者が非負の期待利得を得る

ことができるかぎり契約に応ずるという仮定も
可能である.これらの仮定のいずれかの制約が

コミュニケーションを手段とした完成品製造業
者による最適制御の問題をspecifyする際には必

要である.これらの制約は部品製造業者が完成

品製造業者のofferを受けるための条件を与えて

いる.したがって,もし,この種の制約を考え
ないとするならば,

cの値が部品製造業者にわか

る前に完成品製造業者が提出したあるofferが

acceptされるかどうかは,交渉の結果求められ

ると考えなければならない.この課題はこ■の論

文の範囲を超えてしまう.可能な利得のうち最

小のものが非負であるとする条件は,部品供給

業者にとってacceptのための基準としては合理
的なものであろう.

7) scheme 2の場合には,完成品製造業者の選択肢

として部品あたりc｡+〟oの発注価格で購入する

というこのofferが発注する側にとって合理的な

判断となっている. scheme 2において発注が受

注されなかった場合には,完成品製造業者がす

べて内製する.部品製造業者の利益はその場合
0である.すべて内製しなければならない場合

第3号(1999)

には,完成品製造業者の生産量yについての限

界費用はJである.したがって最適な生産量は

竺±である.このことから完成品製造業者の利
2b

得FNは, FN-(a-t)2/(4b2)と表される. yが正で
あるためにはa>tでなければならない.一方こ

の完成品製造業者が発注価格v (v<c｡+〟｡)を提示

し受注された場合の利得FD(v)は(4t (a-v)+

v2)/(64bt2)である.これから, co+uo>vとなるv

を提示した場合の期待利得

JL二_unFD(v)g(c)dc･]vL-{''u{'FNg(c)dcを微分すると,
微分係数は

〈842t･2(co
-～,I3v,:〔[c?ot二-～:,;;2:5:32.2;v121(c?n

_帆,〕‡
(2トv)

128bt2u()

である.逆需要関数の切片aは費用水準と比べ

て十分大きいと仮定したから, i iの中の項は

最初の項だけ評価すればよい･ 8at (2t+2 (c｡-

u.)- 3v)>8at (2t+2 (c.- u.)I
3 (c.+u.))>8at

(2卜co-5u｡)であるから, 2t>c｡+5u.であれば

1 iの中は正と考えてよい.さらに2t>

c｡+〟｡>vであるから微分係数の分子は正である.
したがって, 2J>c｡+5〟｡であれば最も非効率な

場合を想定して価格を設定することが望ましい.

a,tが十分大きく拒否された場合の損失が大きい

ので部品製造業者の利得wが常に非負になるよ

うな発注価格が望ましくなりco+〟oを設定する

と考えられる.

8) E(Fc)-FN≧E(FD)-FN>E(WD)≧0であるから,

そのような∫の借は存在し得る.
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